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専門委員会設置要綱（平成１７年１０月１８日計画部会決定） 
の改正について 

 
 
１．改正の目的 
 
 国土形成計画法第６条第７項の規定により、全国の区域について定め

る国土形成計画は、国土利用計画法第４条の全国の区域について定める

国土の利用に関する計画（国土利用計画）と一体のものとして定めなけ

ればならないとされている。 
 平成１７年１２月１６日の国土審議会において、国土利用計画に係る

調査審議は計画部会において行うとされたところ、専門委員会において

同計画に関する専門の事項を調査できるよう、所要の規定の整備を行う

ことを目的とする。 
 
２．改正の概要 
 
 「持続可能な国土管理専門委員会」の任務について、全国の区域につ

いて定める国土利用計画に関する専門の事項の調査を加える（要綱第２

関係）。 
 
 
（参考） 
○国土形成計画法（抄） 
第六条 （中略） 
７ 全国計画は、国土利用計画法第四条の全国の区域について定める国土の利用に

関する計画と一体のものとして定めなければならない。 
（後略） 

 
○国土利用計画法（抄） 
第四条 国土利用計画は、全国の区域について定める国土の利用に関する計画（以

下「全国計画」という。）、都道府県の区域について定める国土の利用に関する計

画（以下「都道府県計画」という。）及び市町村の区域について定める国土の利

用に関する計画（以下「市町村計画」という。）とする。 
 
○計画部会設置要綱（抄） 
２ 部会は、全国の区域について定める国土利用計画及び国土形成計画に関し必要

な事項について調査審議し、その結果を審議会に報告する。 
 



（別紙） 
※下線が今回の変更部分 
 

専門委員会設置要綱 
 

 
平成１７年１０月１８日 
国土審議会計画部会決定 

最終改正 平成１８年 ２月  日 
国土審議会計画部会決定 

 
 
（設置） 
１ 国土審議会計画部会（以下「部会」という。）に次の専門委員会を置く。 
一 ライフスタイル・生活専門委員会 
二 産業展望・東アジア連携専門委員会 
三 自立地域社会専門委員会 
四 国土基盤専門委員会 
五 持続可能な国土管理専門委員会 

 
（任務） 
２ 専門委員会の任務は、それぞれ次のとおりとする。 
一 ライフスタイル・生活専門委員会は、多様な価値観の中で想定されるライフス

タイル、生活圏域のあり方、生活の場としての都市に関わる諸問題の観点から、

全国の区域について定める国土形成計画に関する専門の事項を調査する。 
 
二 産業展望・東アジア連携専門委員会は、我が国の国際競争力や、東アジアとの

都市間連携の観点から、全国の区域について定める国土形成計画に関する専門の

事項を調査する。 
 
三 自立地域社会専門委員会は、人口減少が進展する中で、多様な社会的サービス

を持続的に提供する仕組みや、地域の自立的な取組による地域活性化の観点から、

全国の区域について定める国土形成計画に関する専門の事項を調査する。 
 
四 国土基盤専門委員会は、経済のグローバル化への対応や国民生活の安全・安

心・安定の確保に資する国土基盤整備の観点から、全国の区域について定める国

土形成計画に関する専門の事項を調査する。 
 
五 持続可能な国土管理専門委員会は、全国の区域について定める国土利用計画に

関する専門の事項を調査する。また、国民の生活の基盤である国土を適切に利用

して将来の世代によりよい状態で継承するため、持続可能な国土管理の観点から、

全国の区域について定める国土形成計画に関する専門の事項を調査する。 
 
（招集） 
３ 専門委員会の会議は、委員長が招集する。 
 



（会議の開催） 
４ 専門委員会は、専門委員会委員の３分の１以上が出席しなければ、会議を開くこ

とができない。 
 ただし委員長は、やむを得ない理由により専門委員会の会議を開く余裕のない場

合においては、事案の概要を記載した書面を専門委員会委員に送付し、その意見を

徴することをもって、会議に代えることができる。 
 
（議事の公開） 
５ 会議又は議事録は、速やかに公開するものとする。ただし、特段の理由があると

きは、会議及び議事録を非公開とすることができる。 
 
６ ５のただし書の場合においては、その理由を明示し、議事要旨を公開するものと

する。 
 
（庶務） 
７ 専門委員会の庶務は、国土交通省国土計画局総合計画課において処理する。 
 
（雑則） 
８ この要綱に定めるもののほか、専門委員会の議事及び運営に関し必要な事項は、

委員長が定める。 
 
（附則） 
 この要綱は平成１７年１０月１８日から施行する。 
 
（附則） 
 改正後のこの要綱は、平成１８年２月  日から施行する。 
 


